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当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 2013年12月２日から2028年12月１日ま
でです。

運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、
積極的な運用を行います。

主要投資対象 わが国の株式を主要投資対象とします。

運 用 方 法

主としてわが国の上場株式の中から、日本
経済再生の恩恵を受けると考えられる銘柄
に投資します。
銘柄の選定にあたっては、マクロ経済環境
や各種政策の分析等（トップダウンアプ
ローチ）に加え、個別企業の財務分析、株
価割安度、株価成長性等の分析（ボトム
アップアプローチ）を活用します。
株式の組入比率は原則として高位を維持し
ます。

組 入 制 限 株式への投資割合には制限を設けません。
外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

決算日（原則として12月１日。休業日の
場合は翌営業日。）に、経費控除後の配当
等収益および売買益（評価益を含みま
す。）等の全額を分配対象額とし、基準価
額水準、市況動向等を勘案して、分配金額
を決定します。ただし、分配対象額が少額
の場合は分配を行わない場合があります。

 <運用報告書に関するお問い合わせ先>
コールセンター：0120-104-694
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで
お客さまのお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。

愛称：ニッポンのおもてなし

受益者の皆さまへ

　毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。

　さて、「ＤＩＡＭ日本経済成長戦略
ファンド」は、2024年12月２日に第
11期の決算を行いました。ここに、運
用経過等をご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう
お願い申し上げます。

ＤＩＡＭ日本経済成長戦略ファンド

運 用 報 告 書（全体版）
第11期<決算日2024年12月２日>
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■最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 株 式 組 入

比 率
株 式 先 物
比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
７期（2020年12月１日） 12,162 1,500 35.4 94.5 － 1,364
８期（2021年12月１日） 11,675 1,500 8.3 95.2 － 1,187
９期（2022年12月１日） 10,288 0 △11.9 95.2 － 994
10期（2023年12月１日） 10,556 1,000 12.3 97.4 － 911
11期（2024年12月２日） 11,424 1,500 22.4 96.1 － 912
（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
（注３）当ファンドのコンセプトに適した指数が存在しないため、ベンチマークは定めておりません。
（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

■当期中の基準価額の推移

年 月 日 基 準 価 額 株 式 組 入
比 率

株 式 先 物
比 率騰 落 率

（期　首） 円 ％ ％ ％
2023 年 12 月 １ 日 10,556 － 97.4 －

12 月 末 10,493 △0.6 98.8 －
2024 年 １  月  末 11,311 7.2 99.1 －

２ 月 末 12,223 15.8 99.1 －
３ 月 末 12,825 21.5 98.2 －
４ 月 末 12,544 18.8 98.3 －
５ 月 末 12,857 21.8 98.5 －
６ 月 末 13,183 24.9 98.8 －
７ 月 末 13,082 23.9 99.2 －
８ 月 末 12,699 20.3 99.1 －
９ 月 末 12,547 18.9 98.3 －
10 月 末 12,732 20.6 98.2 －
11 月 末 12,730 20.6 84.9 13.2

（期　末）
2024 年 12 月 ２ 日 12,924 22.4 96.1 －

（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
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■当期の運用経過（2023年12月２日から2024年12月２日まで）

基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　日本経済の脱デフレや為替市場での円安進行などを追い風とした海外投資家による日本株買いや、企
業の自社株買いの増加などを背景に国内株式市場が上昇したことに加えて、組入れていた成長戦略関連
銘柄の株価が全体として堅調に推移したことから、基準価額は上昇しました。

投資環境
　国内株式市場は上昇しました。前期末から2024年７月前半にかけては、１ドル160円超まで進んだ
円安が企業業績にとって追い風となった中で、主に海外投資家の買いがけん引する形で大幅に上昇し、
日経平均株価は過去最高値を更新しました。その後、当期末にかけては、日銀の利上げや米国の景気減
速懸念を背景に一時急落するなど、変動率の大きい不安定な相場展開となりました。
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基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

第11期首 ： 10,556円
第11期末 ： 11,424円
（既払分配金1,500円）
騰 落 率 ： 22.4％
（分配金再投資ベース）
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ポートフォリオについて
　国内の上場株式のうち、日本経済再生により株価上昇が期待できると考えられる銘柄に投資を行いま
した。投資テーマとしては、ＡＩ・半導体の産業振興、脱デフレ経済の実現、企業の経営・資本改革、
国内防衛産業の強化、先端医療の躍進などに注目し、これら成長戦略に関連する銘柄をポートフォリオ
の中心と位置付けて運用を行いました。

分配金
　当期の収益分配金につきましては運用実績等を勘案し、以下の表の通りとさせていただきました。な
お、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2023年12月２日
～2024年12月２日

当期分配金（税引前） 1,500円
対基準価額比率 11.61％
当期の収益 1,500円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 1,423円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。

【運用状況】※組入比率は純資産総額に対する割合です。

○組入上位10銘柄
期首（前期末）
No. 銘柄名 通貨 比率
１ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 3.9％
２ ソニーグループ 日本・円 3.8
３ 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 3.1
４ 日立製作所 日本・円 3.0
５ 三菱商事 日本・円 2.8
６ キーエンス 日本・円 2.7
７ 東京エレクトロン 日本・円 2.6
８ トヨタ自動車 日本・円 2.4
９ 三菱重工業 日本・円 2.2
10 信越化学工業 日本・円 2.2

組入銘柄数 71銘柄

期末
No. 銘柄名 通貨 比率
１ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 4.4％
２ 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 3.8
３ 日立製作所 日本・円 3.5
４ ソニーグループ 日本・円 3.3
５ トヨタ自動車 日本・円 2.9
６ 東京海上ホールディングス 日本・円 2.4
７ 三菱重工業 日本・円 2.2
８ リクルートホールディングス 日本・円 2.1
９ フジクラ 日本・円 1.7
10 日本電気 日本・円 1.7

組入銘柄数 87銘柄

CC_24187862_03_ostOne_DIAM日本経済成長戦略F_運用経過.indd   3 2025/01/28   12:27:27



4－　　－

今後の運用方針
　今後の国内株式市場は、堅調な推移が続くと予想します。トランプ次期政権の政策の不確実性は懸念
されるものの、米経済は利下げ局面に入った米金融政策に支えられ堅調に推移すると予想され、日本経
済も脱デフレと賃金上昇の好循環に向けて着実に歩みつつあると見られます。運用方針としては、ファ
ンドの特色に沿った日本経済の再生により株価上昇が期待できる銘柄に投資を行う方針です。

■１万口当たりの費用明細

項目

第11期

項目の概要（2023年12月２日
～2024年12月２日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 213円 1.743％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は12,233円です。

（投信会社） (104) (0.849) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） (104) (0.849) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託会社） (    5) (0.044) 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 8 0.066 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） (    8) (0.066)
（先物・オプション） (    0) (0.000)

(ｃ) その他費用 0 0.001 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（監査費用） (    0) (0.001) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用

合計 221 1.810
（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。
（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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（参考情報）
◆総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.74％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

その他費用
0.00％

運用管理費用
（受託会社）
0.04％

運用管理費用
（投信会社）
0.85％

総経費率
1.74％運用管理費用

（販売会社）
0.85％
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■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

(ａ) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 1,438,538千円
(ｂ) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 992,958千円
(ｃ) 売 買 高 比 率　(ａ)／(ｂ) 1.44

（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。

■売買及び取引の状況（2023年12月２日から2024年12月２日まで）
(1) 株　式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

千株 千円 千株 千円
国 内 上 場 242.2 616,441 342 822,097(149) (－)
（注１）金額は受渡代金です。
（注２）（　）内は、株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

(2) 先物取引の種類別取引状況

種 類 別 買 建 売 建
新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株 式 先 物 取 引 134 135 － －

（注）金額は受渡代金です。
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■利害関係人との取引状況等（2023年12月２日から2024年12月２日まで）
(1) 期中の利害関係人との取引状況

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ Ｂ／Ａ うち利害関係人
との取引状況Ｄ Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 616 17 2.8 822 14 1.8

(3) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額　(Ａ) 664千円
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額　(Ｂ) 17千円

(Ｂ)／(Ａ) 2.7％

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

種 類 当 期
買 付 額

百万円
株 式 6
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■組入資産の明細
　国内株式

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（3.1％）
鹿島建設 － 2.3 6,353
東亜建設工業 2.7 － －
五洋建設 11.7 － －
関電工 － 3.2 7,113
九電工 － 1.2 6,218
大氣社 － 1.5 7,080
ダイダン 6.5 － －
食料品（2.3％）
山崎製パン 3.2 － －
不二製油グループ本社 － 2.7 9,495
味の素 1.8 － －
やまみ － 1.5 6,015
東洋水産 1.2 － －
日清食品ホールディングス － 1.1 4,415
サンクゼール 2 － －
繊維製品（1.1％）
東レ － 9.9 9,530
化学（4.3％）
レゾナック・ホールディングス － 1.8 7,299
東ソー 4.6 － －
信越化学工業 3.8 2.7 14,974
ダイセル 7.1 － －
住友ベークライト － 1.7 6,244
カーリット － 4.1 5,407
トリケミカル研究所 3.4 － －
Ｉ－ｎｅ 2.7 － －
メック － 1.2 4,038
医薬品（4.3％）
武田薬品工業 3.7 0.9 3,707
塩野義製薬 1 － －
中外製薬 3.1 1 6,605
第一三共 2.9 3.2 15,587
ペプチドリーム － 3.9 11,639
石油・石炭製品（0.7％）
ＥＮＥＯＳホールディングス － 7.2 5,901
ゴム製品（0.5％）
横浜ゴム 3.9 1.4 4,265
ガラス・土石製品（1.5％）
ＭＡＲＵＷＡ 0.4 0.3 13,047
鉄鋼（0.5％）
日本製鉄 － 1.5 4,590

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
非鉄金属（2.5％）
住友電気工業 － 2.2 6,487
フジクラ － 2.8 15,853
リョービ 3.4 － －
金属製品（0.5％）
日本発条 － 2.7 4,698
機械（6.8％）
ディスコ 0.4 0.2 8,266
ＡＩメカテック 0.5 － －
タツモ 4.2 － －
三井海洋開発 1.6 3.1 9,842
三精テクノロジーズ － 2.7 3,393
荏原製作所 1.6 － －
酉島製作所 8.8 4 9,600
ダイキン工業 0.4 － －
三菱重工業 2.4 9.1 20,438
ＩＨＩ － 1 7,960
電気機器（20.4％）
イビデン 0.8 1.5 6,516
日立製作所 2.6 8 31,568
シンフォニア　テクノロジー － 1.1 6,435
ニデック － 1 2,748
日本電気 0.5 1.2 15,672
富士通 － 3 8,589
ルネサスエレクトロニクス 4.2 4.2 8,473
ソニーグループ 2.7 10.1 30,441
ＴＤＫ 1.7 6.5 13,061
フォスター電機 － 3.1 4,467
ヒロセ電機 － 0.3 5,413
横河電機 2.2 － －
アドバンテスト 1.4 1.4 11,789
キーエンス 0.4 0.2 13,052
日置電機 0.6 － －
ローム 1.3 － －
村田製作所 4.9 4.5 11,225
東京エレクトロン 1 0.4 9,456
輸送用機器（6.5％）
デンソー 7 4.3 9,320
川崎重工業 － 1.4 7,823
トヨタ自動車 7.7 10.1 26,371
本田技研工業 9.7 3.8 4,947
スズキ 1.5 5.4 8,780
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9－　　－

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
精密機器（2.0％）
テルモ － 2.3 7,056
ＨＯＹＡ 0.6 0.3 5,857
朝日インテック － 1.8 4,696
その他製品（2.5％）
タカラトミー 7.1 － －
ＴＯＰＰＡＮホールディングス 3.1 － －
リンテック － 2.5 7,550
任天堂 1.6 1.6 14,168
電気・ガス業（0.4％）
レジル － 1.7 3,510
陸運業（－％）
ＳＧホールディングス 5 － －
情報・通信業（9.7％）
ＦＦＲＩセキュリティ － 2 3,840
ＧＭＯペイメントゲートウェイ 1.2 － －
チェンジホールディングス 2.7 － －
マネーフォワード － 1.4 6,896
サスメド 8.7 － －
ギフティ 2.9 4.9 6,835
メドレー 1.1 － －
ＪＭＤＣ － 1.9 7,885
Ｕ－ＮＥＸＴ　ＨＯＬＤＩＮＧＳ － 4.7 7,806
日本電信電話 87.9 57.9 8,986
ソフトバンク 6.2 52.5 10,237
東宝 － 1.3 8,495
カプコン 2.2 2.6 9,126
コナミグループ － 1 14,960
卸売業（3.9％）
松田産業 － 1.4 4,312
三井物産 1.8 3.9 12,468
三菱商事 3.7 4.1 10,516
サンリオ － 1.3 6,523

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
小売業（5.3％）
トライアルホールディングス － 3.2 10,048
パルグループホールディングス － 3.6 11,700
パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 4.2 3.7 14,045
ロイヤルホールディングス － 1.7 4,139
チヨダ － 4.4 6,274
ファーストリテイリング 0.2 － －
銀行業（10.3％）
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 28.1 21.9 40,000
三井住友フィナンシャルグループ 3.8 9 34,407
ふくおかフィナンシャルグループ 4.5 2.3 9,811
北洋銀行 － 13.4 6,244
保険業（4.0％）
第一生命ホールディングス 4.1 3.1 13,345
東京海上ホールディングス 5.2 3.8 21,694
その他金融業（2.0％）
クレディセゾン 4.2 2.6 9,380
オリックス － 2.5 8,547
不動産業（2.0％）
アズーム 1.1 1.3 9,737
三井不動産 2.7 6.3 7,975
サービス業（2.9％）
リクルートホールディングス － 1.8 19,116
サンウェルズ 4 － －
乃村工藝社 11.6 8.6 6,665

千株 千株 千円

合 計 株 数 ・ 金 額 348.7 397.9 877,080
銘柄数<比率> 71銘柄 87銘柄 <96.1％>

（注１）銘柄欄の（　）内は、期末の国内株式評価総額に対する各業
種の比率です。

（注２）合計欄の<　>内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2024年12月２日)現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資 産 1,042,968,093円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 26,665,970
株 式(評価額) 877,080,750
未 収 入 金 126,670,054
未 収 配 当 金 4,964,993
差 入 委 託 証 拠 金 7,586,326

(Ｂ) 負 債 130,703,868
未 払 金 2,135,794
未 払 収 益 分 配 金 119,786,847
未 払 解 約 金 145
未 払 信 託 報 酬 8,773,287
そ の 他 未 払 費 用 7,795

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 912,264,225
元 本 798,578,981
次 期 繰 越 損 益 金 113,685,244

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 798,578,981口
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,424円

（注）期首における元本額は863,826,850円、当期中における追加設
定元本額は20,588,171円、同解約元本額は85,836,040円です。

■損益の状況
当期　自2023年12月２日　至2024年12月２日

項 目 当 期
(Ａ) 配 当 等 収 益 20,093,968円

受 取 配 当 金 20,080,062
受 取 利 息 14,095
そ の 他 収 益 金 21
支 払 利 息 △210

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 181,957,837
売 買 益 256,884,646
売 買 損 △74,926,809

(Ｃ) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 1,546,700
取 引 益 1,546,700

(Ｄ) 信 託 報 酬 等 △17,485,727
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 186,112,778
(Ｆ) 前 期 繰 越 損 益 金 1,141,277
(Ｇ) 追 加 信 託 差 損 益 金 46,218,036

(配 当 等 相 当 額) (37,339,974)
(売 買 損 益 相 当 額) (8,878,062)

(Ｈ) 合 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 233,472,091
(Ｉ) 収 益 分 配 金 △119,786,847

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ＋Ｉ) 113,685,244
追 加 信 託 差 損 益 金 46,218,036
(配 当 等 相 当 額) (37,339,974)
(売 買 損 益 相 当 額) (8,878,062)
分 配 準 備 積 立 金 67,467,208

（注１）(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の
評価換えによるものを含みます。

（注２）(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて
表示しています。

（注３）(G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加
設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注４）分配金の計算過程
項 目 当 期

(ａ) 経 費控除後の配当等収益 18,368,127円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 152,361,925
(ｃ) 収 益 調 整 金 46,218,036
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 16,524,003
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 233,472,091
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 2,923.59
(ｇ) 分 配 金 119,786,847
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 1,500

■投資信託財産の構成� 2024年12月２日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 877,080 84.1
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 165,887 15.9
投 資 信 託 財 産 総 額 1,042,968 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。
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11－　　－

■分配金のお知らせ

１万口当たり分配金　　　1,500円
※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。

分配金の課税上の取扱いについて
・追加型株式投資信託の分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱
いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分
配金の全額が普通分配金となります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払
戻金（特別分配金）、分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普
通分配金となります。

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における受益者毎の
個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者毎
の個別元本となります。
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